
業種別適正処理事例集

部署（副）の職員２～３名が実施
⿠実地確認は、契約窓口の購買部門担当者、廃棄物
管理者のほか、収集運搬業者の窓口担当者も同行
し、関係者で適正処理の状況を確認

○実施頻度・所要時間
⿠新規の委託契約時に実地確認を実施するほか、既
存の委託先処理業者に対して、年1回の実地確認
を実施（２～３時間程度）

○確認対象
⿠中間処理施設を確認
⿠中間処理業者と最終処分業者との契約内容及び
中間処理業者による最終処分場の実地確認状況
を確認

○確認内容
⿠	「廃棄物現地確認ガイドライン」に基づき確認項
目の評価点を採点し、基準点以上であることを確
認
⿠処理工程、作業手順書の整備状況、産業廃棄物の
保管状況、近隣住民とのコミュニケーション状況、
「５S（整理・整頓・清掃・清潔・躾）徹底」状況
等を確認。緊急時のマニュアルの整備状況、訓練
の実施状況等の安全対策を確認

⿠中間処理業者の熱回収については、社内で定めてい
る ｢環境負荷（GHG以外）把握・目標管理のガイ
ドライン｣ の ｢年間熱回収率≧10%（JPN基準）｣
に適合しているかを確認
⿠年1回の実地確認で、電子マニフェストデータと
受け入れた産業廃棄物の処理の実態を突き合わ
せて、委託した産業廃棄物の処理が終了している
ことを確認

⿠収集運搬については、ISO14001で確認事項を規定
し、車両や収集運搬時の事故対策等の状況を確認

委託契約・事前打合せ5
○委託契約
⿠本社法務部門で自治体、廃棄物関係団体等が公表
している契約書様式を参考とした、自社の委託契
約書ひな形を作成。各排出事業場の購買部門が、
ひな形を用いて契約書を作成

○委託する産業廃棄物の性状等の情報伝達
⿠｢化学物質情報管理システム｣ を基に、社内で産
業廃棄物の性状等の情報を共有。業容変化に伴い、
新たに排出される化学物質と産業廃棄物は、計画
段階で廃棄物排出部署と廃棄物管理担当部署で
性状等の情報を共有

○廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ
⿠各排出事業場の廃棄物管理担当者が立ち会い、産
業廃棄物の内容を確認の上で引渡し、各排出事業
場のトラックスケールにより計量

電子マニフェストの使用状況6
○電子マニフェスト導入の効果
⿠マニフェストに関する業務の省力化により確保
できた工数を、廃棄物管理担当部署の役責の1つ
である ｢排出量削減施策遂行｣ に資源を投入

○電子マニフェスト情報の活用方法
⿠排出事業場の排出状況（廃棄物の種類、量）の把
握、環境報告書等のデータ集計に活用

排出事業場での廃棄物の保管から
処理までの管理7

⿠排出部署ごとの排出量を集計し、各部署に排出量
の変化や普段、排出しない産業廃棄物の排出実績
等の情報をフィードバック
⿠なるべく単一性状の廃棄物の集積となるよう、排
出工程へ遡った細分別の徹底

その他適正処理、資源循環、脱炭素
の取組み8

⿠ISO14001の内部監査で、廃棄物管理の内部統制を
意図し、産業廃棄物の分別、保管、委託処理等の
状況を確認
⿠Honda車の使用済みバンパー、生産工程で一部発
生する試作バンパーを回収・粉砕し、サステナブ
ル素材としてリサイクルする取組みを推進

産業廃棄物適正処理に係る業種別事例集～自動車関連産業編～のご紹介　第19回　本田技研工業株式会社の事例
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電子マニフェスト情報
ユーザー事例紹介

電子マニフェストの全社展開で
廃棄物管理を効率化・適正化

電子マニフェストの導入1
当社は国内５工場で空調機・化学製品等の製造を

行っており、各工場では空調製品組立時、並びに部
品を輸送するためのパレットや梱包材から木くず
や廃プラスチック類が、工場内の排水処理施設から
は汚泥が、また、化学製品のプラントや部品の洗浄
により廃酸・廃アルカリが発生します。
当社は国内５工場及び全国59か所のサービスス

テーション、事務所で電子マニフェストを使用して
おり、昨年度の電子マニフェストの使用件数は約
15,000件でした。電子マニフェストは廃棄物関連の

事務の効率化を目的として､ 2008年に廃棄物発生量
の多い淀川製作所から導入を開始しました。その後、
適正処理の徹底を図るために、2015年度よりダイキ
ン本体の各拠点での導入に加えて、生産子会社、販
売会社、施工会社全てで電子マニフェストの使用を
開始しています。現在はほぼ全て電子マニフェスト
の運用となっています。
紙マニフェストで運用していた時は自治体に毎
年提出する産業廃棄物交付等状況報告書の作成や
処理業者から返送されるB２票（運搬終了報告）、D
票（処分終了報告）、E票（最終処分終了報告）とA票
の照合やファイリング作業に多くの時間を費やし
ていました。電子マニフェストを導入したことで事
務負担の軽減、処理終了報告の確認漏れの防止がで
き、廃棄物関連業務の効率化・適正化につながりま
した。

EDI方式を活用した法遵守と
電子マニフェストの運用2

マニフェスト登録時にマニフェスト担当者のヒ
ューマンエラー（処理業者との契約情報と異なる情
報の入力）が課題としてありました。そこで、外部
システム（EDI方式※）を利用し、処理業者との委託
契約に係る情報（契約期間、取扱可能な産業廃棄物、

企 業 概 要
設 立：1934年
�所 在 地：�大阪市北区梅田一丁目13番１号�

大阪梅田ツインタワーズ・サウス
従業員数：�8,212人（単独）、103,544人（連結）

（2026年3月31日現在）
事業内容：�空調・冷凍機器、油圧機器、防衛用品の設計、

製造、販売、施工及びメンテナンスサービス�
フッ素化学製品の開発、製造、販売�
ソフトウェアの開発、販売及びメンテナンス
サービス

■ 企業プロフィール
　ダイキン工業は、冷媒用フロンや業務用空

調機を日本で初めて開発し、空調総合メー

カーとして170以上の国・地域で事業を行っ

ています。空調機は国や地域ごとに気候や住

宅様式、顧客のニーズ、省エネ規制の動向が

異なるため、地域の特性に応じた、開発・生

産・販売・サービス体制を構築しています。

ダイキン工業株式会社
サステナビリティ推進室　新木　一成

藤井　和久

3校

   写真   　ダイキン工業株式会社　テクノロジー・イノベーションセンター
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電子マニフェストの全社展開で廃棄物管理を効率化・適正化

許可期限等）を一元的に管理し、契約情報に基づい
たマニフェスト作成ができる仕組みを構築し法令
遵守の徹底を図っています。
各拠点のマニフェスト担当者は、予約登録を行っ

た後、産業廃棄物を引き渡し、本登録を行います。
産業廃棄物の処理状況は本社のマニフェスト担当
者も確認しており、委託処理に遅れが生じている場
合には、各拠点に状況を確認するなど、適正な処理
が行われるよう管理しています。こうした仕組みに
加え、今後も電子マニフェストの運用を含む廃棄物
処理法に関する担当者教育を継続して実施し、法令
遵守を確実なものとしていきます。
また、電子マニフェストの情報は、年間の排出量

等の集計にも活用しています。本社では、各拠点が
外部システムから抽出・集計したデータを回収する
ことで、産業廃棄物の排出量を把握できる体制を構
築しています。

※ EDI方式…JWNETは外部システム（ASP）と連携可能で、
ASP が提供するシステムを利用し電子マニフェストの運用・
管理を行うこと。

ダイキングループでは、2004年に国内の事業所や
グループ会社を対象にISO14001の統合認証を取得
し、国内グループ共通の環境マネジメントシステム
を運用しています。その仕組みの中で廃棄物に関連
する環境取組として、廃棄物ゼロ工場（リサイクル
率99.5％以上）を達成し継続しています。
堺製作所（金岡工場、臨海工場）では、工場から排

出される有価物・一般廃棄物・産業廃棄物を再資源
化方法ごとに27種類に細かく分別して専用の容器
で回収し、排出量の削減や再資源化に取り組んでい
ます。分別を徹底することで、木くずをチップ化し
て吸収剤に、廃プラスチック類（PPバンド）をフェ
ンスや車止めに使用していた木材の代替品として
擬木に再生等資源としての有効活用を進めること
ができるようになっています。こうした取組により、
リサイクル率99.5％以上を維持するとともに、プラ
スチック資源循環促進法に基づき、廃プラスチック
類の再資源化率のさらなる向上にも取り組んでい
ます。

環境への取組み3

   図   　生産工程における排出物量／生産量あたりの排出物量原単位（ダイキングループ　サステナビリティレポート2026）

＜生産工程での排出物の削減＞
ダイキングループは生産工程において、有害廃棄物を含む排出物の削減と、排出物の再資源化に努めて

います。日本国内では生産工程の見直しや設備改善のほか、部品輸送における梱包の改善等を実施してい
ます。基準値（2013年度から2015年度の排出量の平均値）比で2025年度に排出量原単位10%削減という目
標に対し、実績は20%削減で目標を大きく達成しました。

3校
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開催日 時間 定員 開催地 会場

2026 年 11月  6日（金）
①10:00 ～12:00 14名

福島県
いわき産業創造館　IT 研修室

②14:00 ～16:00 14名 福島県いわき市平字田町120 番地  LATOV6F

2026 年 11月25日（水）
①10:00 ～12:00 20組※

東京都
（公財）日本産業廃棄物処理振興センター　Room１

②14:00 ～16:00 20組※ 東京都台東区上野3-24-6　上野フロンティアタワー13 階

2026 年 12月18日（金）
①10:00 ～12:00 20組※

東京都
（公財）日本産業廃棄物処理振興センター　Room１

②14:00 ～16:00 20組※ 東京都台東区上野3-24-6　上野フロンティアタワー13 階

2027年 1月27日（水）
①10:00 ～12:00 30名

福岡県
福岡半導体リスキリングセンター

②14:00 ～16:00 30名 福岡市早良区百道浜 3-8-33 福岡システム LSI 総合開発センター1F

※東京会場の申込は1社、1申込 2名まで。なお、パソコンは 2名で1台の利用

電子マニフェストセンター

「電子マニフェストをこれから利用したい」「電子マニフェストの基本的な操作を知りたい」という方々に向
けて、操作体験セミナーを開催します。
　各会場には一人に一台パソコンをご用意しております。デモシステムで排出事業者、収集運搬業者、処分業
者それぞれの基本的な操作を体験しながら電子マニフェストへの理解を深めることができます。いずれも参加
費無料となっていますので、これから電子マニフェストをはじめてみようとお考えの方は是非、JWセンター
ホームページよりお申込みください。

■申込み方法
　JWセンターホームページよりお申込みいただけます。
　なお、定員に達し次第締め切りとなりますので、お早めにお申込みください。

■開催日程

詳細はホームページをご確認ください。
  URL  https://www.jwnet.or.jp/jwnet/manual/seminar/index.html

電子マニフェスト項目追加への対応
　廃棄物処理法施行規則の改正（2027年4月1日施行）により、処分業者が行う電子マニフェストの「処分終
了報告（最終）」「最終処分終了報告」に入力項目が追加されます。

JWセンターでは処分業者の皆様が項目を追加した運用に円滑に対応いただけるよう、報告の際に活用する
「再資源化等の情報パターン」の作成に必要な情報の整理や、作成手順の説明資料をホームページに掲載して
おりますので、是非ご活用ください。

  URL  https://www.jwnet.or.jp/jwnet/about/tsuika/add_pattern/index.html
■リーフレット
「ゼロからはじめる！再資源化等の情報パターン作成準備」

■整理表作成ガイド

【環境省事業】JWNET操作体験セミナーの開催

再校
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